
１．重要な会計方針

 （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価基準によっている。

 （２）固定資産の減価償却方法

①建物附属設備・什器備品　…　定率法によっている。

②ソフトウェア　…　定額法によっている。

 （３）引当金の計上基準

役員退職慰労引当金……内規に基づく期末要支給額に相当する金額を計上している。

退職給付引当金…… 職員に対する退職給付金の支給に備えるため、職員退職手当規定に

基づく期末要支給額を計上している。

 （４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．特定資産の増減額及び残高

（単位：円）

３．特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

　特定資産

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

財務諸表に対する注記

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　退職給与引当資産 36,151,050 3,670,100 0 39,821,150

　特定資産

　　特定費用準備資金 11,855,681 0 4,875,025 6,980,656

　　減価償却引当資産 7,516,827 0 0 7,516,827

科目 当期末残高
うち指定正味
財産からの
充当額

うち一般正味
財産からの
充当額

うち負債に
対応する額

合　計 55,523,558 3,670,100 4,875,025 54,318,633

　　退職給与引当資産 39,821,150 (0) (0) (39,821,150)

　　特定費用準備資金 6,980,656 (0) (6,980,656) (0)

　　減価償却引当資産 7,516,827 (0) (7,516,827) (0)

(0) (14,497,483) (39,821,150)

建物附属設備 4,452,000 4,363,209 88,791

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合　計 54,318,633

什器備品 4,602,108 4,569,400 32,708

合　計 23,821,529 20,384,332 3,437,197

商標権 882,590 882,590 0

ソフトウェア 13,884,831 10,569,133 3,315,698


